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４４  ままととめめ  
全固体 SIB 向けに開発した固体電解質 N-IE-101 は、25℃

で６×10-３ S/cm という高い伝導性を示し、０から 5.0 V の

範囲で安定であることがわかった。また、適切な焼結助剤と

組み合わせることで、イオン伝導性を保ちつつ、1300℃から

800℃まで焼結温度を低減させることができた。さらに、N-

IE-101-A を電解質層に適用した全固体 SIB は二次電池とし

て動作することを確認できた。以上のことから、本開発品は

全固体 SIB に適用可能であることがわかった。 

今後、電池製造時における焼成コスト低減や取扱い易さ

の向上を目指して、さらなる焼結温度の低減などの改良を図

っていく。また本開発品は、全固体 SIB 以外にも現行の液系

SIB 向けに電極添加材やセパレーターのコーティング材など

としても有望であると考えており、用途展開も図っていく。 
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図図８８  ハハーーフフセセルルののササイイククルル特特性性評評価価結結果果  
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図図９９  ハハーーフフセセルルののレレーートト特特性性評評価価結結果果  
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１１  ははじじめめにに 

近年、大地震やゲリラ豪雨を始めとした異常気象が増加し

ており、災害へのレジリエンス性強化が注目されている。本

件マンホールトイレもその一環であり、「被災時のトイレ確

保」は最重要事項の一つとして、その普及が進んでいる。 

また、国土交通省発行の「マンホールトイレ整備・運用の

ためのガイドライン」にも記載されているように、避難者の

健康維持には「快適なトイレ空間確保」が必須であり、それ

を可能にした当社の取り組みを紹介する。 

 

２２  開開発発ココンンセセププトト  

 マンホールトイレの普及には、「多様な設置環境への対応

力」が不可欠であり、同時に「快適なトイレ空間」の実現が

求められる。 

これらの課題を達成するべく、当社では「衛生面」「安全

面」「運用面」「施工時の利便性」「省スペース性」の５つの

観点を製品コンセプトに設定し、独自のマンホールトイレシ

ステムの構築に取り組んできた（図１参照）。 

上記コンセプトおよび当該システムの中核となる「管内洗

浄装置：水門マス」について、その製品特長および製品開発

の経緯を「３」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３  管管内内洗洗浄浄装装置置「「水水門門ママスス」」のの開開発発経経緯緯  

 マンホールトイレ設置時には、便器やテントの選定が重視

される一方、排泄後の洗浄方法が十分に考慮されていない場

合が多い。特に、少量の水による継続的な「垂れ流し洗浄

（例：バケツ洗浄）」では洗浄力が足らず、管路内に排泄物

が堆積し便器から溢れ出すことで衛生面に重大なリスクを生

じる可能性がある。システムの適切な維持運用には避難者に

よる管内洗浄への「共助」が不可欠であるが、それと同時に、

避難者の負担を最小限に抑えることも重要である。そこで、

管内洗浄力を効率的に最大化する方法を、以下のプロセスに

て構築した。 

 

３３．．１１  洗洗浄浄方方式式おおよよびび水水量量のの決決定定  

 避難所における貴重な水資源を効果的に活用する意味でも、

汚物の搬送性能向上は必要不可欠な要素である。また有事に

は電源確保が困難なことも想定されるため、当社では無電力

で効果的な洗浄効果を生むシステムの開発を目指し、貯め流

し洗浄方式を採用した（図２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

「貯め流し洗浄方式」の性能確認のため、ゲート部付き円

筒体を貯水部とし、側面に排出部を設けた試験装置でモデル

検証を実施した。試験条件は「全長65 mの配管（一般的な戸

建住宅の配管長×安全率３倍）、最大10基のトイレ、各基で

10回分の排泄物を用いる」という非常に大規模な条件下で実

験を行った（図３参照）。その結果、従来の垂れ流し洗浄方

式に比べて汚物搬送性能が大幅に向上し、貯め流し洗浄方式

の有効性とシステムの妥当性が明確に確認された。 

 

●災害用トイレ排水システムの構築 
CCoonnssttrruuccttiioonn  ooff  aa  DDiissaasstteerr  TTooiilleett  DDrraaiinnaaggee  SSyysstteemm  
─────────────────────────────────────────────────────― 

薗田 哲平 

TTeeppppeeii  SSoonnooddaa  

－新製品紹介－ 

Key Word : disaster toilet, emergency toilet 

 
アロン化成株式会社 ものづくりセンター 環境インフラシステム開発グループ 

Environmental Infrastructure System Development Group, Manufacturing Center, ARONKASEI CO., LTD. 

図図２２  試試験験装装置置（（貯貯めめ流流しし洗洗浄浄方方式式））  

図図１１  当当社社ママンンホホーールルシシスステテムム概概略略  
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４４  ままととめめ  
全固体 SIB 向けに開発した固体電解質 N-IE-101 は、25℃

で６×10-３ S/cm という高い伝導性を示し、０から 5.0 V の

範囲で安定であることがわかった。また、適切な焼結助剤と

組み合わせることで、イオン伝導性を保ちつつ、1300℃から

800℃まで焼結温度を低減させることができた。さらに、N-

IE-101-A を電解質層に適用した全固体 SIB は二次電池とし

て動作することを確認できた。以上のことから、本開発品は

全固体 SIB に適用可能であることがわかった。 

今後、電池製造時における焼成コスト低減や取扱い易さ

の向上を目指して、さらなる焼結温度の低減などの改良を図

っていく。また本開発品は、全固体 SIB 以外にも現行の液系

SIB 向けに電極添加材やセパレーターのコーティング材など

としても有望であると考えており、用途展開も図っていく。 
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図図９９  ハハーーフフセセルルののレレーートト特特性性評評価価結結果果  
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１１  ははじじめめにに 

近年、大地震やゲリラ豪雨を始めとした異常気象が増加し

ており、災害へのレジリエンス性強化が注目されている。本

件マンホールトイレもその一環であり、「被災時のトイレ確

保」は最重要事項の一つとして、その普及が進んでいる。 

また、国土交通省発行の「マンホールトイレ整備・運用の

ためのガイドライン」にも記載されているように、避難者の

健康維持には「快適なトイレ空間確保」が必須であり、それ

を可能にした当社の取り組みを紹介する。 

 

２２  開開発発ココンンセセププトト  

 マンホールトイレの普及には、「多様な設置環境への対応

力」が不可欠であり、同時に「快適なトイレ空間」の実現が

求められる。 

これらの課題を達成するべく、当社では「衛生面」「安全

面」「運用面」「施工時の利便性」「省スペース性」の５つの

観点を製品コンセプトに設定し、独自のマンホールトイレシ

ステムの構築に取り組んできた（図１参照）。 

上記コンセプトおよび当該システムの中核となる「管内洗

浄装置：水門マス」について、その製品特長および製品開発

の経緯を「３」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３  管管内内洗洗浄浄装装置置「「水水門門ママスス」」のの開開発発経経緯緯  

 マンホールトイレ設置時には、便器やテントの選定が重視

される一方、排泄後の洗浄方法が十分に考慮されていない場

合が多い。特に、少量の水による継続的な「垂れ流し洗浄

（例：バケツ洗浄）」では洗浄力が足らず、管路内に排泄物

が堆積し便器から溢れ出すことで衛生面に重大なリスクを生

じる可能性がある。システムの適切な維持運用には避難者に

よる管内洗浄への「共助」が不可欠であるが、それと同時に、

避難者の負担を最小限に抑えることも重要である。そこで、

管内洗浄力を効率的に最大化する方法を、以下のプロセスに

て構築した。 

 

３３．．１１  洗洗浄浄方方式式おおよよびび水水量量のの決決定定  

 避難所における貴重な水資源を効果的に活用する意味でも、

汚物の搬送性能向上は必要不可欠な要素である。また有事に

は電源確保が困難なことも想定されるため、当社では無電力

で効果的な洗浄効果を生むシステムの開発を目指し、貯め流

し洗浄方式を採用した（図２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

「貯め流し洗浄方式」の性能確認のため、ゲート部付き円

筒体を貯水部とし、側面に排出部を設けた試験装置でモデル

検証を実施した。試験条件は「全長65 mの配管（一般的な戸

建住宅の配管長×安全率３倍）、最大10基のトイレ、各基で

10回分の排泄物を用いる」という非常に大規模な条件下で実

験を行った（図３参照）。その結果、従来の垂れ流し洗浄方

式に比べて汚物搬送性能が大幅に向上し、貯め流し洗浄方式

の有効性とシステムの妥当性が明確に確認された。 

 

●災害用トイレ排水システムの構築 
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－新製品紹介－ 
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図図２２  試試験験装装置置（（貯貯めめ流流しし洗洗浄浄方方式式））  

図図１１  当当社社ママンンホホーールルシシスステテムム概概略略  
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 製品化には汚物搬送性能だけでなく、「施工性」や「コス

ト」なども考慮が必要である。施工時の埋設深さや設置時の

周辺スペース、使用時の安全性を考慮し、水量確保の方法に

応じて「平面方向に水量を確保するWIDEタイプ（Ｗタイプ）」

と「深さ方向に水量を確保するVERTICALタイプ（Ｖタイプ）」

の２種類を基本形状とし、検討を行った（図４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、各モデルの構想と実機検証の比較検討を行うことが

開発プロセスの基本だが、前述の通り、試験規模や必要工数

が非常に大きいため、効率化が求められた。そこで、汚物搬

送性能に強く関係する「洗浄水量」と「流速」に着目し、こ

れらと「排水可能汚物量」との関連性を回帰分析によって明

らかにすることで実験の効率化を図った。実験では、製品単

体の下流側に５ mの配管を設置し、２種類の試験装置を用い

て、30、50、60、80 Lの４つの洗浄水量パターンで流速を測

定した。その結果、洗浄水量が増加するほど流速も大きくな

り、特に水の高さによる圧力が得られるⅤタイプでは、より

高い流速が確認された。一方、「排水可能汚物量」の検証は

規模や工数が膨大となるため、効率化の観点から最小規模の

30 Lのみで実施し、得られたデータから「洗浄水量・流速・

排水可能汚物量」の関係を示す回帰式を導出した。この回帰

式に基づいて汚物搬送性能を算出した結果、ⅤタイプはＷタ

イプと比較して125～200％の性能向上が期待できることが示

唆された（図５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、回帰式の妥当性を確認するため、実験配管を用いて

ＷおよびＶタイプの実機検証を行った。その結果、推測値に

近い排水性能が得られ、Ｖタイプでは約10 Lの節水が可能と

なり、本プロセスの有効性と基本寸法の確立が示された 

（図６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細部分は当社ノウハウであるため、本稿での詳細記述を

省くが、2025年現在も洗浄機能の効率化・機能改良等、継続

的な検討を進めており、上記考え方は開発工期の短縮に大き

く寄与している。また、得られた検証結果を回帰モデルに再

反映することで更なる精度向上に繋がる期待もあり、本件

（大規模検証に対する理論式確立）は、非常に効果的な取り

組みであったと振り返られる。 

 

３３．．３３  洗洗浄浄装装置置  水水門門ママススのの形形状状検検討討 

導き出した洗浄方式・水量を確保しつつ、「多様な設置環

境への対応力」および「快適なトイレ空間」の条件を満たす

製品形状を以下にて検討した。前述のＶタイプの製品寸法は

「φ300×1,200 mm」であり、地中深く設置することで、下

流側の配管設計の自由度が制限される。洗浄水量と設置スペ

図図３３  実実機機試試験験状状況況  

図図５５  排排水水可可能能汚汚物物量量のの推推測測  

図図４４  ＷＷタタイイププ／／ＶＶタタイイププ  

① Wタイプ
（幅広）

② Vタイプ
（立管伸長）

φ300 mm

1200
mm

500
mm

φ500 mm

図図６６  排排水水可可能能汚汚物物量量のの実実機機検検証証  

 

東亞合成グループ研究年報 --  TREND 2026 第29号 

ースはトレードオフの関係にあり、製品設計上の大きな課題

となっていたが、施工時と使用時で求められる性能の違いに

着目し、水門マスの容積を追加できる拡張構造を考案した

（施工時要求性能 ＝ スペース重視、使用時要求性能 ＝ 洗

浄性能重視）。この工夫により、省スペースで設置しつつ、

有事の際には容積を拡張して管内の洗浄効果を高める「洗浄

装置：水門マス」を完成させた（図７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４４．．  快快適適ななトトイイレレ空空間間をを追追求求ししたたそそのの他他機機能能製製品品  

以下では、当社マンホールトイレシステムにおける、水門

マス以外の特長的な構成部品を紹介する。これらの製品も

「多様な設置環境への対応力」および「快適なトイレ空間」

の実現に不可欠であり、市場において高い評価を得ている。 

 

４４．．１１  臭臭気気・・害害虫虫対対策策【【衛衛生生面面】】  

マンホールトイレは従来、「排泄空間の確保」のみを最低

限の機能として認識されてきたが、不衛生さが原因で利用さ

れず、健康被害が発生した事例も報告されている。こうした

課題を踏まえ、緊急施設としての役割を超え、日常のトイレ

環境に近づける必要性が高まっている。特に要望の多かった

下水管からの「防臭・防虫対策」として、トイレ排出口と管

路点検口の間にフラップ弁を備えた「防臭ふた」を開発し、

マンホールトイレの衛生面を大幅に向上させる成果を得た

（図８参照）。 

 

 

 

 

 

 
  

４４．．２２  製製品品ササイイズズののココンンパパククトト化化【【省省ススペペーースス性性・・安安全全性性】】 

マンホールトイレは、当初は既存のマンホールを活用して

設置されていたが、東日本大震災以降その重要性が認識され、

新設公共施設や既存施設の改修時にも積極的に導入されてい

る。限られた敷地での設計が課題となる中、当社は塩ビ製小

口径マスの開発知見を応用し、トイレ機能を維持しつつサイ

ズを最小化した専用マスを開発した。これにより、従来の設

備配管と同等のコンパクト性を実現し、敷地スペースの効率

的活用が可能となった。さらに、点検口の最小化によって利

用者の転落リスクを軽減し、安全性向上にも貢献している

（図９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

４４．．３３  配配管管設設計計のの自自由由度度【【フフレレキキシシブブルル性性】】 

マンホールトイレの設置案件が増加する中、環境に応じた

配管設計の最適化や、下水道本管の被害状況に応じ災害貯留

槽へ排水先を切り替えるなど、排水先の確保が求められてい

る。設置環境や運用面を含めた多様なニーズに対応するため、

当社は管路切替装置を提供するなど製品ラインナップを充実

させるとともに、下流側の配管経路に依存しない安心なマン

ホールトイレシステムを構築した（図10参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

５５  今今後後のの展展望望  

2024年度末時点で全国自治体が管理するマンホールトイレ

は49千基に達し、避難所を中心に設置が進むと予測される。

2024年度の能登半島地震以降、地震対策への意識が高まり、

民間物件での設置検討も加速している。当社が構築したマン

ホールトイレシステム「E-WCシステム」は、その特長が公共

・民間物件で高く評価され、幅広い場面で採用されている。

本システムは被災者の負担軽減を目的としており、今後もマ

ンホールトイレに限らず、災害時の支援に繋がるシステム開

発を継続していく方針である。 

図図８８  臭臭気気･･害害虫虫防防止止「「防防臭臭ふふたた」」  

図図９９  軽軽量量･･ココンンパパククトト「「ママンンホホーールルトトイイレレ用用ママスス」」  

図図1100  管管路路切切替替装装置置「「切切替替ママスス」」  

図図７７  水水門門ママスス（（分分割割構構造造））  
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 製品化には汚物搬送性能だけでなく、「施工性」や「コス

ト」なども考慮が必要である。施工時の埋設深さや設置時の

周辺スペース、使用時の安全性を考慮し、水量確保の方法に

応じて「平面方向に水量を確保するWIDEタイプ（Ｗタイプ）」

と「深さ方向に水量を確保するVERTICALタイプ（Ｖタイプ）」

の２種類を基本形状とし、検討を行った（図４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、各モデルの構想と実機検証の比較検討を行うことが

開発プロセスの基本だが、前述の通り、試験規模や必要工数

が非常に大きいため、効率化が求められた。そこで、汚物搬

送性能に強く関係する「洗浄水量」と「流速」に着目し、こ

れらと「排水可能汚物量」との関連性を回帰分析によって明

らかにすることで実験の効率化を図った。実験では、製品単

体の下流側に５ mの配管を設置し、２種類の試験装置を用い

て、30、50、60、80 Lの４つの洗浄水量パターンで流速を測

定した。その結果、洗浄水量が増加するほど流速も大きくな

り、特に水の高さによる圧力が得られるⅤタイプでは、より

高い流速が確認された。一方、「排水可能汚物量」の検証は

規模や工数が膨大となるため、効率化の観点から最小規模の

30 Lのみで実施し、得られたデータから「洗浄水量・流速・

排水可能汚物量」の関係を示す回帰式を導出した。この回帰

式に基づいて汚物搬送性能を算出した結果、ⅤタイプはＷタ

イプと比較して125～200％の性能向上が期待できることが示

唆された（図５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、回帰式の妥当性を確認するため、実験配管を用いて

ＷおよびＶタイプの実機検証を行った。その結果、推測値に

近い排水性能が得られ、Ｖタイプでは約10 Lの節水が可能と

なり、本プロセスの有効性と基本寸法の確立が示された 

（図６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細部分は当社ノウハウであるため、本稿での詳細記述を

省くが、2025年現在も洗浄機能の効率化・機能改良等、継続

的な検討を進めており、上記考え方は開発工期の短縮に大き

く寄与している。また、得られた検証結果を回帰モデルに再

反映することで更なる精度向上に繋がる期待もあり、本件

（大規模検証に対する理論式確立）は、非常に効果的な取り

組みであったと振り返られる。 

 

３３．．３３  洗洗浄浄装装置置  水水門門ママススのの形形状状検検討討 

導き出した洗浄方式・水量を確保しつつ、「多様な設置環

境への対応力」および「快適なトイレ空間」の条件を満たす

製品形状を以下にて検討した。前述のＶタイプの製品寸法は

「φ300×1,200 mm」であり、地中深く設置することで、下

流側の配管設計の自由度が制限される。洗浄水量と設置スペ

図図３３  実実機機試試験験状状況況  

図図５５  排排水水可可能能汚汚物物量量のの推推測測  

図図４４  ＷＷタタイイププ／／ＶＶタタイイププ  

① Wタイプ
（幅広）

② Vタイプ
（立管伸長）

φ300 mm

1200
mm

500
mm

φ500 mm

図図６６  排排水水可可能能汚汚物物量量のの実実機機検検証証  

 

東亞合成グループ研究年報 --  TREND 2026 第29号 

ースはトレードオフの関係にあり、製品設計上の大きな課題

となっていたが、施工時と使用時で求められる性能の違いに

着目し、水門マスの容積を追加できる拡張構造を考案した

（施工時要求性能 ＝ スペース重視、使用時要求性能 ＝ 洗

浄性能重視）。この工夫により、省スペースで設置しつつ、

有事の際には容積を拡張して管内の洗浄効果を高める「洗浄

装置：水門マス」を完成させた（図７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４４．．  快快適適ななトトイイレレ空空間間をを追追求求ししたたそそのの他他機機能能製製品品  

以下では、当社マンホールトイレシステムにおける、水門

マス以外の特長的な構成部品を紹介する。これらの製品も

「多様な設置環境への対応力」および「快適なトイレ空間」

の実現に不可欠であり、市場において高い評価を得ている。 

 

４４．．１１  臭臭気気・・害害虫虫対対策策【【衛衛生生面面】】  

マンホールトイレは従来、「排泄空間の確保」のみを最低

限の機能として認識されてきたが、不衛生さが原因で利用さ

れず、健康被害が発生した事例も報告されている。こうした

課題を踏まえ、緊急施設としての役割を超え、日常のトイレ

環境に近づける必要性が高まっている。特に要望の多かった

下水管からの「防臭・防虫対策」として、トイレ排出口と管

路点検口の間にフラップ弁を備えた「防臭ふた」を開発し、

マンホールトイレの衛生面を大幅に向上させる成果を得た

（図８参照）。 

 

 

 

 

 

 
  

４４．．２２  製製品品ササイイズズののココンンパパククトト化化【【省省ススペペーースス性性・・安安全全性性】】 

マンホールトイレは、当初は既存のマンホールを活用して

設置されていたが、東日本大震災以降その重要性が認識され、

新設公共施設や既存施設の改修時にも積極的に導入されてい

る。限られた敷地での設計が課題となる中、当社は塩ビ製小

口径マスの開発知見を応用し、トイレ機能を維持しつつサイ

ズを最小化した専用マスを開発した。これにより、従来の設

備配管と同等のコンパクト性を実現し、敷地スペースの効率

的活用が可能となった。さらに、点検口の最小化によって利

用者の転落リスクを軽減し、安全性向上にも貢献している

（図９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

４４．．３３  配配管管設設計計のの自自由由度度【【フフレレキキシシブブルル性性】】 

マンホールトイレの設置案件が増加する中、環境に応じた

配管設計の最適化や、下水道本管の被害状況に応じ災害貯留

槽へ排水先を切り替えるなど、排水先の確保が求められてい

る。設置環境や運用面を含めた多様なニーズに対応するため、

当社は管路切替装置を提供するなど製品ラインナップを充実

させるとともに、下流側の配管経路に依存しない安心なマン

ホールトイレシステムを構築した（図10参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

５５  今今後後のの展展望望  

2024年度末時点で全国自治体が管理するマンホールトイレ

は49千基に達し、避難所を中心に設置が進むと予測される。

2024年度の能登半島地震以降、地震対策への意識が高まり、

民間物件での設置検討も加速している。当社が構築したマン

ホールトイレシステム「E-WCシステム」は、その特長が公共

・民間物件で高く評価され、幅広い場面で採用されている。

本システムは被災者の負担軽減を目的としており、今後もマ

ンホールトイレに限らず、災害時の支援に繋がるシステム開

発を継続していく方針である。 

図図８８  臭臭気気･･害害虫虫防防止止「「防防臭臭ふふたた」」  

図図９９  軽軽量量･･ココンンパパククトト「「ママンンホホーールルトトイイレレ用用ママスス」」  

図図1100  管管路路切切替替装装置置「「切切替替ママスス」」  

図図７７  水水門門ママスス（（分分割割構構造造））  
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 製品化には汚物搬送性能だけでなく、「施工性」や「コス

ト」なども考慮が必要である。施工時の埋設深さや設置時の

周辺スペース、使用時の安全性を考慮し、水量確保の方法に

応じて「平面方向に水量を確保するWIDEタイプ（Ｗタイプ）」

と「深さ方向に水量を確保するVERTICALタイプ（Ｖタイプ）」

の２種類を基本形状とし、検討を行った（図４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、各モデルの構想と実機検証の比較検討を行うことが

開発プロセスの基本だが、前述の通り、試験規模や必要工数

が非常に大きいため、効率化が求められた。そこで、汚物搬

送性能に強く関係する「洗浄水量」と「流速」に着目し、こ

れらと「排水可能汚物量」との関連性を回帰分析によって明

らかにすることで実験の効率化を図った。実験では、製品単

体の下流側に５ mの配管を設置し、２種類の試験装置を用い

て、30、50、60、80 Lの４つの洗浄水量パターンで流速を測

定した。その結果、洗浄水量が増加するほど流速も大きくな

り、特に水の高さによる圧力が得られるⅤタイプでは、より

高い流速が確認された。一方、「排水可能汚物量」の検証は

規模や工数が膨大となるため、効率化の観点から最小規模の

30 Lのみで実施し、得られたデータから「洗浄水量・流速・

排水可能汚物量」の関係を示す回帰式を導出した。この回帰

式に基づいて汚物搬送性能を算出した結果、ⅤタイプはＷタ

イプと比較して125～200％の性能向上が期待できることが示

唆された（図５参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、回帰式の妥当性を確認するため、実験配管を用いて

ＷおよびＶタイプの実機検証を行った。その結果、推測値に

近い排水性能が得られ、Ｖタイプでは約10 Lの節水が可能と

なり、本プロセスの有効性と基本寸法の確立が示された 

（図６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細部分は当社ノウハウであるため、本稿での詳細記述を

省くが、2025年現在も洗浄機能の効率化・機能改良等、継続

的な検討を進めており、上記考え方は開発工期の短縮に大き

く寄与している。また、得られた検証結果を回帰モデルに再

反映することで更なる精度向上に繋がる期待もあり、本件

（大規模検証に対する理論式確立）は、非常に効果的な取り

組みであったと振り返られる。 

 

３３．．３３  洗洗浄浄装装置置  水水門門ママススのの形形状状検検討討 

導き出した洗浄方式・水量を確保しつつ、「多様な設置環

境への対応力」および「快適なトイレ空間」の条件を満たす

製品形状を以下にて検討した。前述のＶタイプの製品寸法は

「φ300×1,200 mm」であり、地中深く設置することで、下

流側の配管設計の自由度が制限される。洗浄水量と設置スペ

図図３３  実実機機試試験験状状況況  

図図５５  排排水水可可能能汚汚物物量量のの推推測測  

図図４４  ＷＷタタイイププ／／ＶＶタタイイププ  

① Wタイプ
（幅広）

② Vタイプ
（立管伸長）

φ300 mm

1200
mm

500
mm

φ500 mm

図図６６  排排水水可可能能汚汚物物量量のの実実機機検検証証  
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ースはトレードオフの関係にあり、製品設計上の大きな課題

となっていたが、施工時と使用時で求められる性能の違いに

着目し、水門マスの容積を追加できる拡張構造を考案した

（施工時要求性能 ＝ スペース重視、使用時要求性能 ＝ 洗

浄性能重視）。この工夫により、省スペースで設置しつつ、

有事の際には容積を拡張して管内の洗浄効果を高める「洗浄

装置：水門マス」を完成させた（図７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４４．．  快快適適ななトトイイレレ空空間間をを追追求求ししたたそそのの他他機機能能製製品品  

以下では、当社マンホールトイレシステムにおける、水門

マス以外の特長的な構成部品を紹介する。これらの製品も

「多様な設置環境への対応力」および「快適なトイレ空間」

の実現に不可欠であり、市場において高い評価を得ている。 

 

４４．．１１  臭臭気気・・害害虫虫対対策策【【衛衛生生面面】】  

マンホールトイレは従来、「排泄空間の確保」のみを最低

限の機能として認識されてきたが、不衛生さが原因で利用さ

れず、健康被害が発生した事例も報告されている。こうした

課題を踏まえ、緊急施設としての役割を超え、日常のトイレ

環境に近づける必要性が高まっている。特に要望の多かった

下水管からの「防臭・防虫対策」として、トイレ排出口と管

路点検口の間にフラップ弁を備えた「防臭ふた」を開発し、

マンホールトイレの衛生面を大幅に向上させる成果を得た

（図８参照）。 

 

 

 

 

 

 
  

４４．．２２  製製品品ササイイズズののココンンパパククトト化化【【省省ススペペーースス性性・・安安全全性性】】 

マンホールトイレは、当初は既存のマンホールを活用して

設置されていたが、東日本大震災以降その重要性が認識され、

新設公共施設や既存施設の改修時にも積極的に導入されてい

る。限られた敷地での設計が課題となる中、当社は塩ビ製小

口径マスの開発知見を応用し、トイレ機能を維持しつつサイ

ズを最小化した専用マスを開発した。これにより、従来の設

備配管と同等のコンパクト性を実現し、敷地スペースの効率

的活用が可能となった。さらに、点検口の最小化によって利

用者の転落リスクを軽減し、安全性向上にも貢献している

（図９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

４４．．３３  配配管管設設計計のの自自由由度度【【フフレレキキシシブブルル性性】】 

マンホールトイレの設置案件が増加する中、環境に応じた

配管設計の最適化や、下水道本管の被害状況に応じ災害貯留

槽へ排水先を切り替えるなど、排水先の確保が求められてい

る。設置環境や運用面を含めた多様なニーズに対応するため、

当社は管路切替装置を提供するなど製品ラインナップを充実

させるとともに、下流側の配管経路に依存しない安心なマン

ホールトイレシステムを構築した（図10参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

５５  今今後後のの展展望望  

2024年度末時点で全国自治体が管理するマンホールトイレ

は49千基に達し、避難所を中心に設置が進むと予測される。

2024年度の能登半島地震以降、地震対策への意識が高まり、

民間物件での設置検討も加速している。当社が構築したマン

ホールトイレシステム「E-WCシステム」は、その特長が公共

・民間物件で高く評価され、幅広い場面で採用されている。

本システムは被災者の負担軽減を目的としており、今後もマ

ンホールトイレに限らず、災害時の支援に繋がるシステム開

発を継続していく方針である。 

図図８８  臭臭気気･･害害虫虫防防止止「「防防臭臭ふふたた」」  

図図９９  軽軽量量･･ココンンパパククトト「「ママンンホホーールルトトイイレレ用用ママスス」」  

図図1100  管管路路切切替替装装置置「「切切替替ママスス」」  

図図７７  水水門門ママスス（（分分割割構構造造））  
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１１  ははじじめめにに  

 
 臭気分析は、製品の品質向上や顧客満足度の向上を目的と

して、当社において重要な役割を担っている。具体的には、

製品トラブルへの対応や、製品開発過程で副次的に発生する

臭気の原因究明、さらには消臭剤の研究・開発に関連した分

析など、多岐にわたるニーズが存在する。 
 
 「におい」の特性については、以下の点が挙げられる。 
① におい成分の種類によって検知閾値が大きく異なる 
検知閾値とは、においを検知できる最小濃度を意味する。

例えば、二酸化硫黄の検知閾値は 0.87 vol ppmであるのに
対し、メチルメルカプタンは 7.0×10-5 vol ppmと、同じ硫
黄化合物でもその値は大きく異なる１)。複数の成分が同じ

濃度で存在していても、ある成分は強くにおいを感じられ

る一方で、別の成分は殆どにおいを感じない場合がある。 
② におい成分の濃度によってにおいの質が変化する 
同じにおい成分でも、低濃度では心地よい香りとなる一方、

高濃度では不快な臭気となる場合がある。例えば、デカナ

ールは低濃度では柑橘系の香りとして感じられるが、高濃

度では油脂臭として感じられることが知られている２)。 
③ におい成分同士の相互作用が働く 
複数のにおい成分が混在すると、複合臭が生じ、個々の成

分だけでは説明できない独特なにおいとなることがある。

また、あるにおい成分が強く感じられることで、他の成分

のにおいがマスキングされ、感じにくくなる場合がある。 
これらの特性が、臭気分析を複雑なものにしている。 
 
 当社では、臭気分析のファーストチョイスとして、ヘッド

スペース－ガスクロマトグラフ質量分析計（HS-GC/MS）を
用いている。ヘッドスペースバイアルに被験試料を封入し、

揮発成分を GCに導入する。カラム分離した成分をMS検出
で化合物同定し、GC/MS 用臭気分析ライブラリを活用して
臭気原因の特定を行う。 
 しかし、上述したとおり、においの検知閾値は化合物ごと

に大きく異なるため、GC/MS クロマトグラムのピーク強度

がにおいの強度と一致するわけではない。また、臭気分析ラ

イブラリに登録されていないにおい成分も多く、HS-GC/MS
分析のみでは臭気の原因究明が困難な場合が多い。こうした

場合に有効な手法が、におい嗅ぎ GC（GC-Olfactometry：
GC-O）である。MSや FIDなどの機器分析と併用し、「ヒト
の嗅覚」を検出器として官能評価を行う３)。 
本報では、当社の臭気分析について、臭気分析ライブラリ

の活用事例と、におい嗅ぎ GC/MS分析事例を紹介する。 
 
 

２２  分分析析のの原原理理  

 
におい嗅ぎ GC/MS は、GC のキャピラリーカラム出口を

二方向に分岐し、一方をMSへ、もう一方をにおい嗅ぎポー
トへ導入することで、測定者が直接においを嗅ぐことのでき

る構成となっている（図図１１）。MS検出で化合物を同定すると
同時に、測定者はにおいの質や強度を確認し、におい嗅ぎシ

グナルとして記録する（図図２２）。食品や化粧品の香気分析や、

環境中の臭気分析など、広い分野で利用されている。 

 

 
図図１１  ににおおいい嗅嗅ぎぎ GGCC//MMSS 装装置置概概要要  

  

 
図図２２  ににおおいい嗅嗅ぎぎ GGCC//MMSS 分分析析例例  
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